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（Ａ） （Ｂ）

％

13 億 16 万 9 千円 8472 億 149 万 円 8485 億 165 万 9 千 円 8594 億 1345 万 4 千 円 98.7

6500 万 円 380 億 2618 万 2 千円 380 億 9118 万 2 千 円 393 億 1325 万 6 千 円 96.9

6500 万 円 239 億 8799 万 5 千円 240 億 5299 万 5 千 円 242 億 7105 万 1 千 円 99.1病 院 事 業

補 正 予 算 額 計

企業特別会計

１　平成19年度９月補正予算総括

一 般 会 計

会 計 別

補 正 前 の 額

(A)/(B)

平　　成　　19　　年　　度 平  成  18  年  度

９ 月 現 計 予 算 額
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２　 一　般　会　計

　　（１）　　歳　 入

平　　　 成　　　 19　　　 年　　　 度

区　　　　　　分

1 県 税 － 2600 億 8089 万 5 千円 2600 億 8089 万 5 千円 2150 億 5896 万 9 千円

2
地方消費税
清 算 金

－ 482 億 6100 万 円 482 億 6100 万 円 477 億 7100 万 円

3 地方譲与税 － 50 億 1700 万 円 50 億 1700 万 円 415 億 4400 万 円

4
地 方 特 例
交 付 金

― 18 億 6320 万 1 千円 18 億 6320 万 1 千円 22 億 7800 万 円

5 地方交付税 ― 2193 億 1200 万 円 2193 億 1200 万 円 2297 億 6613 万 8 千円

6
交通安全対策
特 別 交 付 金

－ 10 億 2020 万 1 千円 10 億 2020 万 1 千円 10 億 2032 万 6 千円

7
分担金及び
負 担 金

－ 32 億 855 万 円 32 億 855 万 円 59 億 8124 万 5 千円

8
使用料及び
手 数 料

－ 185 億 5362 万 1 千円 185 億 5362 万 1 千円 187 億 6577 万 8 千円

9 国庫支出金 2 億 2826 万 6 千円 954 億 4341 万 2 千円 956 億 7167 万 8 千円 1070 億 57 万 1 千円

10 財 産 収 入 － 22 億 6762 万 4 千円 22 億 6762 万 4 千円 28 億 4396 万 9 千円

11 寄 付 金 － 4033 万 円 4033 万 円 4033 万 円

12 繰 入 金 1 億 3821 万 5 千円 206 億 5736 万 4 千円 207 億 9557 万 9 千円 268 億 3629 万 5 千円

13 繰 越 金 6 億 762 万 6 千円 2 億 7104 万 1 千円 8 億 7866 万 7 千円 21 億 3111 万 2 千円

14 諸 収 入 106 万 2 千円 786 億 2825 万 1 千円 786 億 2931 万 3 千円 764 億 9158 万 8 千円

15 県 債 3 億 2500 万 円 925 億 7700 万 円 929 億 200 万 円 818 億 8413 万 3 千円

計 13 億 16 万 9 千円 8472 億 149 万 円 8485 億 165 万 9 千円 8594 億 1345 万 4 千円

補 正 前 の 額 計
９ 月 現 計 予 算 額

補 正 予 算 額

平　成　18　年　度
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　　（２）　　歳　出（目的別）

平　　　 成　　　 19　　　 年　　　 度

区　　　　　　分

1 議 会 費 － 14 億 9394 万 8 千円 14 億 9394 万 8 千円 14 億 6584 万 9 千円

2 総 務 費 － 374 億 9179 万 9 千円 374 億 9179 万 9 千円 354 億 9617 万 1 千円

3 民 生 費 3 億 766 万 6 千円 864 億 3686 万 2 千円 867 億 4452 万 8 千円 813 億 2452 万 4 千円

4 衛 生 費 2785 万 円 161 億 3343 万 8 千円 161 億 6128 万 8 千円 163 億 489 万 1 千円

5 労 働 費 － 22 億 3790 万 5 千円 22 億 3790 万 5 千円 24 億 13 万 4 千円

6 生活環境費 1582 万 円 72 億 3837 万 円 72 億 5419 万 円 68 億 4881 万 1 千円

7 農林水産業費 2 億 8027 万 4 千円 425 億 4957 万 4 千円 428 億 2984 万 8 千円 468 億 1907 万 2 千円

8 商 工 費 2000 万 円 692 億 5648 万 8 千円 692 億 7648 万 8 千円 663 億 1634 万 2 千円

9 土 木 費 6 億 248 万 8 千円 1174 億 8921 万 2 千円 1180 億 9170 万 円 1222 億 2359 万 7 千円

10 警 察 費 4607 万 1 千円 447 億 1513 万 5 千円 447 億 6120 万 6 千円 441 億 8467 万 5 千円

11 教 育 費 － 2037 億 9533 万 2 千円 2037 億 9533 万 2 千円 2029 億 7407 万 9 千円

12 災害復旧費 － 104 億 1867 万 4 千円 104 億 1867 万 4 千円 207 億 6789 万 2 千円

13 公 債 費 － 1442 億 8044 万 1 千円 1442 億 8044 万 1 千円 1522 億 1981 万 円

14 諸 支 出 金 － 635 億 6431 万 2 千円 635 億 6431 万 2 千円 600 億 1760 万 7 千円

15 予 備 費 ― 1 億 円 1 億 円 5000 万 円

計 13 億 16 万 9 千円 8472 億 149 万 円 8485 億 165 万 9 千円 8594 億 1345 万 4 千円

補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計
９ 月 現 計 予 算 額

平　成　18　年　度
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　　（３）　歳　出（性質別）

平　　　 成　　　 19　　　 年　　　 度

区　　　　　　分

－ 2739 億 2073 万 6 千円 2739 億 2073 万 6 千円 2713 億 8664 万 1 千円

－ 129 億 5838 万 9 千円 129 億 5838 万 9 千円 130 億 8899 万 1 千円

－ 1435 億 5309 万 6 千円 1435 億 5309 万 6 千円 1514 億 6721 万 5 千円

10 億 2503 万 5 千円 1536 億 7646 万 1 千円 1547 億 149 万 6 千円 1704 億 3966 万 5 千円

一般公共事業費 2 億 1133 万 5 千円 749 億 1845 万 4 千円 751 億 2978 万 9 千円 813 億 230 万 4 千円

災害公共事業費 － 102 億 7584 万 6 千円 102 億 7584 万 6 千円 204 億 8527 万 5 千円

一般単独事業費 8 億 1370 万 円 451 億 7182 万 1 千円 459 億 8552 万 1 千円 433 億 8251 万 2 千円

災害単独事業費 － 1 億 4282 万 8 千円 1 億 4282 万 8 千円 3 億 526 万 6 千円

直轄事業負担金 － 231 億 6751 万 2 千円 231 億 6751 万 2 千円 249 億 6430 万 8 千円

2 億 7513 万 4 千円 2630 億 9280 万 8 千円 2633 億 6794 万 2 千円 2530 億 3094 万 2 千円

計 13 億 16 万 9 千円 8472 億 149 万 円 8485 億 165 万 9 千円 8594 億 1345 万 4 千円

人 件 費

そ の 他行 政費

投 資 的 経 費

公 債 費

扶 助 費

補 正 予 算 額 補 正 前 の 額 計
９ 月 現 計 予 算 額

平　成　18　年　度
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災害への対応

公共事業費 1億6200万円

砂防課

  FAX 026-233-4029

  E-mail sabo@pref.nagano.jp

農地整備課

  FAX 026-233-4069

  E-mail nochi@pref.nagano.jp

県単独事業費 6億8111万円

土木政策課

  FAX 026-235-7482

  E-mail doboku@pref.nagano.jp

森林整備課

  FAX 026-234-0330

  E-mail shinrin@pref.nagano.jp

農地整備課

  FAX 026-233-4069

  E-mail nochi@pref.nagano.jp

484万2千円

長寿福祉課

  FAX  026-235-7394

  E-mail  choju@pref.nagano.jp

こども・家庭福祉課

  FAX  026-235-7390
  E-mail  kodomo-katei@pref.nagano.jp

社会福祉施設災害復旧事業
補助金

　新潟県中越沖地震により被災した社会福祉施設
の復旧に要する経費に対して助成します。

　・事業主体　　介護老人保健施設１か所
　・補助率　　　　1/3

　・事業主体　　児童養護施設１か所
　・補助率　　　　3/4

３　主 要 事 業 一 覧

事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

　台風第４号や第９号、新潟県中越沖地震等による
被害に対応するとともに、緊急に必要な落石防止
対策や舗装修繕などを実施するため、単独事業費
を追加します。

　梅雨前線豪雨や台風第４号による被害に対応す
るため、公共事業費を追加します。

区分 補正額 累計

土　　木 1億2000万円 483億3100万円

林　　務 － 102億2202万8千円

農　　政 4200万円 113億7643万9千円

生活環境 － 43億7391万2千円

合　　計 1億6200万円 743億337万9千円

区分 補正額 累計

土　　木 4億7618万円 201億5146万2千円

林　　務 1億5903万円 4億1096万4千円

農　　政 4590万円 4億9440万円

生活環境 － 5360万円

合　　計 6億8111万円 211億1042万6千円

（内訳）
・台風第４号、第９号、新潟県中越沖地震等　5億5311万円
　 （河川、砂防、治山、農業関連）
・道路防災、舗装修繕分　　　　　　　　　　　　　1億2800万円
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

34万円

水環境課

  FAX　026-235-7366
  E-mail　mizukankyo@pref.nagano.jp

2785万円

医療政策課
  FAX　026-223-7106
  E-mail　iryo@pref.nagano.jp

1億3821万5千円

(1140万円)

(1320万円)

水道施設災害復旧事業補助
金

医師確保対策の充実

臨床研修病院緊急支援事業
補助金

１　視覚障害者等情報支援緊急基盤整備事業費

　深刻化する医師不足に対応し、地域医療に従事
する医師の確保を図るため、臨床研修病院が行う、
研修医の確保･養成及び研修環境の整備に要する
経費について助成します。

　・事業主体　　臨床研修病院
　　　　　　　　　　（国・県立を除く22病院）
　・補助金額　　１病院当たり100万円に１年目の
　　　　　　　　　　後期研修医数に応じて加算した
　　　　　　　　　　額の合計（上限）
　・実施期間　　平成19年度から21年度

　障害者総合支援センターの相談支援体制を充実
するため、備品購入等に要する経費に助成しま
す。

　・事業主体　　 　 相談支援事業所等
　・補助率　　　　　 10/10
　・対象施設数　　 25か所

福祉の充実

障害者自立支援対策臨時特
例基金事業費

　新潟県中越沖地震により被災した市町村営水道
事業の復旧に要する経費に対して助成します。

　・事業主体　　飯山市（斑尾簡易水道）
　・補助率　　 　1/2

　障害者が地域で安心して暮らせる社会の実現を
目指し、「障害者自立支援対策臨時特例基金」を
活用して施設改修や支援体制の整備等を実施しま
す。

　視覚障害者・聴覚障害者等に対する情報バリア
フリーを一層促進するため、市町村の窓口等への
情報支援機器等整備に要する経費に助成します。

　・事業主体　　 　　 市町村
　・補助率　　　　　　 10/10
　・対象市町村数　　27市町村

２　障害者相談支援事業所支援事業費

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

３　障害児を育てる地域の支援体制整備事業費

(1973万5千円)

４　障害者グループホーム等施設整備事業費

(8900万円)

５　障害者ピアサポート強化事業費(488万円)

障害福祉課
  FAX  026-234-2369

  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369
  E-mail  seikatsu-shien@pref.nagano.jp

3225万円

障害福祉課
  FAX  026-234-2369
  E-mail  fukushi@pref.nagano.jp

1200万円

障害者自立支援課
  FAX  026-234-2369
  E-mail  seikatsu-shien@pref.nagano.jp

障害者自立支援協議会機能
強化事業費

　障害者施設が、障害者自立支援法に基づく就労
移行支援等の新体系に移行するために必要な設
備等の整備に要する経費に助成します。

　・事業主体　　 　社会福祉法人、ＮＰＯ法人
　・補助率　　　　　10/10
　・対象施設数　　19か所

障害者就労訓練設備等整備
事業補助金

　障害児を育てる保護者への相談支援体制を充実
するため、交流スペースの整備等に要する経費に
助成します。

　・事業主体　　　　　 市町村
　・補助率　　　　　　　10/10
　・対象市町村数　　 28市町村

　県下10圏域ごとに設置されている地域自立支援
協議会の機能を強化します。

　・社会資源マップの作成
　・普及啓発、情報提供のためのホームページ、
　　リーフレット作成

　障害者の社会参加を促進するため、障害者の地
域交流や自己啓発などに必要な備品購入等に要
する経費に助成します。

　・事業主体　　　　　 市町村
　・補助率　　　　　　　10/10
　・対象市町村数　　 ７市町

　障害者の地域生活移行を促進するため、グルー
プホーム・ケアホームのバリアフリー化や消防設備
の改修等に要する経費に助成します。

　・事業主体　　 　 社会福祉法人、ＮＰＯ法人等
　・補助率　　　　　 10/10
　・対象施設数　　 119か所

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

547万8千円

長寿福祉課
  FAX  026-235-7394
  E-mail  choju@pref.nagano.jp

保育対策等促進事業補助金 1億1488万1千円

こども支援課

  FAX 026-235-7490
  E-mail kodomo-shien@pref.nagano.jp

　 

産学官連携推進事業費 2000万円

ものづくり振興課

  FAX　026-235-7197

  E-mail　mono@pref.nagano.jp

1978万5千円

園芸特産課

  FAX　026-235-7481

  E-mail　entoku@pref.nagano.jp

産業の活性化

野菜価格安定対策事業補助
金

　地域の子育て支援機能を充実し、多様化する保
育ニーズに対応するため、地域子育て支援拠点事
業等を実施する市町村に対して助成します。

　・事業主体　　 市町村
　・補助率　　　　2/3
　・事業内容
　　　地域子育て支援拠点　　　　　　　46か所
　　　病児・病後児保育（自園型）　　 　１か所
　　　保育環境改善等　　　　　　　　　　 １か所
　　　　（病児・病後児保育（自園型）分）

子育て支援の充実

認知症地域支援体制構築等
推進事業費

　認知症高齢者が、住み慣れた地域で安心して暮
らすことができるよう、地域で支えあう仕組みづくり
を行います。

　・推進会議によるモデル地域の支援
　・地域支援体制の構築
　　(地域資源マップの作成､ネットワーク構築等)

　知的クラスター創成事業（第Ⅱ期）の円滑な事業
の実施を支援するため、事業運営費の一部を負担
します。

　・事業主体　　（財）長野県テクノ財団
　・事業内容　　産学官連携によるナノテクノロジー
　　　　　　　　　　・材料の高度活用

　農家の経営安定と農作物の安定供給を図るた
め、価格低落時に価格差補給交付金を交付するた
めの資金造成を支援します。

　・事業主体　　（財）長野県野菜生産安定基金
　　　　　　　　　　協会
　・補助率　　 　1/3

新

新
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事　業　名 予　算　額 事　　業　　内　　容

1355万9千円

森林整備課

  FAX　026-234-0330

  E-mail　shinrin@pref.nagano.jp

1332万円

水環境課

  FAX　026-235-7366
  E-mail　mizukankyo@pref.nagano.jp

水道水源確保支援事業補助
金

野生鳥獣総合管理対策事業
費

その他

野生鳥獣被害の防止

　中野市が実施する地下水調査に対して助成しま
す。

　・補助率　　 　1/2
　・事業内容　　電気探査、試験掘削（２か所）

　野生鳥獣による被害を防止するため、緩衝帯の
整備や造林木の保護対策に要する経費に助成し
ます。

　・事業主体　　　　　市町村
　・補助率　　　 　　　1/2
　・対象市町村数　　27市町村
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